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港湾における地震・津波対策のあり方（案）
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東北地方沖太平洋地震・津波の概要

○平成２３年３月１１日１４時４６分 三陸沖を震源とするマグニチュ ド（M）9 0の地震が発生

震源地、マグニチュード、震度分布

○平成２３年３月１１日１４時４６分、三陸沖を震源とするマグニチュード（M）9.0の地震が発生。

津波の高さ及び到達時間※震源地、 グ チ ド、震度分布

室蘭港 震度3
函館港 震度4

苫小牧港
震度4

むつ小川原港

十勝港 震度4
釧路港 震度4

苫小牧港

釧路港

十勝港

＜津波の高さ（ｍ）＞

533 

71 

91

＜最大波到達時間（分）＞

津波の高さ及び到達時間

八戸港 震度5強
久慈港 震度5弱
宮古港 震度5強

むつ小川原港
震度4

2011年3月11日
15時08分 M7.4

八戸港

苫小牧港

室蘭港

函館港

むつ小川原港

91 

320 

529 

59 …

仙台塩釜港（塩釜港区）
震度6強

釜石港 震度6弱
大船渡港 震度6弱
石巻港 震度6弱 ×

2011年4月7日
23時32分 M7.1

2011年3月11日

八戸港

久慈港

宮古港

釜石港

大船渡港震度6強
仙台塩釜港（仙台港区）

震度6強
相馬港 震度6弱
小名浜港 震度6弱 ×××

年 月 日
14時46分 M9.0

大船渡港

石巻港

仙台塩釜港（塩釜港区）

仙台塩釜港（仙台港区）

相馬港

39 

…

…

茨城港（日立港区）
震度6強茨城港

（常陸那珂港区）
震度6弱

茨城港（大洗港区）

×

×

2011年4月11日
17時16分 M7.0

凡例

相馬港

小名浜港

茨城港(日立港区)

茨城港(常陸那珂港区)

茨城港(大洗港区)

未調査

2011年3月11日
15時25分 M7.5

53 

…

…

気象庁の公表資料より国土交通省港湾局作成

茨城港（大洗港区）
震度5強

鹿島港 震度6弱
2011年3月11日
15時15分 M7.7

: 国際拠点港湾、
重要港湾の位置

× : 震源地（M7.0以上）

茨城港(大洗港区)

鹿島港

津波の高さは気象庁の公表資料、海岸工学委員会の調査結果および日本津波被害総覧（1985）
より国土交通省港湾局作成。津波到達時間は気象庁及び港湾局の観測による。

…

※津波高さは港内の代表的地点の値、到達時間は東北地方太平洋沖地震の発生（14:46）
から津波の最大波が到達した時間で港周辺の計測地点における値。

2



東日本大震災による港湾の被災状況

○今回の地震・津波による港湾関連公共土木施設の被害報告額は約4 138億円となっている

【八戸港】
・防波堤転倒・水没
・航路埋没

【久慈港】
・波除堤上部コンクリート全壊
・臨港道路損傷

（中央部）

○今回の地震・津波による港湾関連公共土木施設の被害報告額は約4,138億円となっている。

【宮古港】
・港内浮遊物（丸太・養殖関連）
岸壁エプロン空洞化 沈下

航路埋没
・護岸ケーソン倒壊 八太郎地区北防波堤

転倒・水没状況

臨港道路損傷
・護岸倒壊 半崎地区波除堤

上部ｺﾝｸﾘｰﾄ全壊状況

【釜石港】
・湾口防波堤傾斜・水没
岸壁はらみ出し・岸壁エプロン空洞化・沈下

・防波堤水没・損壊
・岸壁はらみ出し
・臨港道路表層アスファルトめくれ

【大船渡港】
・湾口防波堤倒壊
・岸壁荷捌き地沈下

【石巻港】
・岸壁エプロン沈下
・臨港道路法肩部崩壊・流出

湾口防波堤（北堤）堤頭部港内浮遊物状況

岸 荷捌
・岸壁上部コンクリート隆起

港 路法肩部崩壊 流
・港内浮遊物（丸太・自動車）

【仙台塩釜港（塩釜港区）】
・岸壁エプロン陥没
・岸壁はらみ出し・エプロン沈下
港内浮遊物（自動車 養殖関連）

【仙台塩釜港（仙台港区）】
・コンテナターミナルコンテナ散乱
・岸壁エプロン沈下
港内浮遊物（コンテナ 自動車）

湾口防波堤消失状況
雲雀野中央ふ頭岸壁(-13m)
エプロン沈下・陥没状況

東ふ頭岸壁(-7.5m)
陥没状況

高砂コンテナターミナル
岸壁エプロン沈下・港内浮遊物（自動車・養殖関連） ・港内浮遊物（コンテナ・自動車）

【相馬港】
・防波堤傾斜・水没
・岸壁倒壊（部分的）・陥没
・多目的クレーン海中転落

【小名浜港】
・護岸エプロン沈下・はらみ出し
・岸壁エプロン沈下・陥没
・ガントリークレーン損壊

陥没状況

沖防波堤傾斜状況
５・６号ふ頭先端護岸

はらみ出し状況

岸壁エプロン沈下

【茨城港日立港区】
・岸壁背後ヤードの陥没
・岸壁の流出
・岸壁エプロンの陥没 等

【茨城港常陸那珂港区】
・ガントリークレーンレー
ルのずれ及び曲がり
・臨港道路の液状化 等

液状化による臨港道路の不等沈下
（臨港道路５号線）

先端護岸の流出

（第２ふ頭先端護岸）
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【茨城港大洗港区】
・背後ヤードの剥離
・岸壁背後の段差
・岸壁本体のずれ 等

【鹿島港】
・岸壁エプロンの段差
・岸壁エプロンの陥没
・航路障害物（コンテナ） 等

背後ヤードの剥離

（第３ふ頭）
航路障害物撤去（コンテナ）

北地区航路・泊地



東日本大震災による港湾の被災状況（津波による被害）

○津波による被害は 東北地方から北関東に至る太平洋沿岸の広範囲で甚大であり 第一線防波堤の全壊や半壊○津波による被害は、東北地方から北関東に至る太平洋沿岸の広範囲で甚大であり、第 線防波堤の全壊や半壊、
防潮堤の倒壊、ガレキ・コンテナ等による被害、荷役機械の損傷等がみられた。

○釜石港湾口防波堤

第一線防波堤の被災 防潮堤の被災
○大船渡港 茶屋前地 防潮堤

荷役機械の被災
○仙台塩釜港（仙台港 ）○釜石港湾口防波堤 ○大船渡港 茶屋前地区 防潮堤 ○仙台塩釜港（仙台港区）

北堤（990m）
ほぼ全壊

南堤（670m）
２２函のうち、１２函
が倒壊・崩壊

○ 港 港 太郎地 北防波堤 漂流物による被災 ンテナの散乱○八戸港 八戸港 八太郎地区 北防波堤 漂流物による被災

○仙台塩釜港（塩釜港区）

コンテナの散乱

○仙台塩釜港（仙台港区）

中央部 837m崩壊
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先端部 700m崩壊

海岸通・港町地区



防波堤の被災メカニズム（釜石港 湾口防波堤）

全体的に沈下しているもののケーソンはそのまま

１）津波の越流による港内外の水位差で押されるとともに、港
内側マウンドが越流等により洗掘され、ケーソンが滑落

今回の津波による被災メカニズム

【港外側】 【港内側】

津波に
よる外力

ケ ソン

水位差 越流

ケ ソン

マウンドの洗掘により 1/4程度のケーソ

ケーソン

基礎マウンド

ケーソン

＜ナローマルチビームによる被災状況確認結果＞

津波の押波でマウンド上から転落
マウンドの洗掘により、1/4程度のケ ソ
ンがマウンドから転落

【基礎マウンドの洗掘】【ケーソンの滑動】

２）ケーソンが滑落した部分に流れが集中、マウンドの洗掘

港外側

【ケーソンの傾斜】

が両側に進行し、マウンド上に残ったケーソンも傾斜

【防波堤正面図】

マウンドの洗掘により

5港内側

津波に押され、マウンドを崩しながら滑落

ケーソン同士がもたれあ
うように傾き、マウンドを
削りながら、滑落

【ケーソンの滑落】 【基礎マウンドの洗掘】
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東日本大震災における水門等の閉鎖遅れの事例

東 本 震災 生後 首都 を 交○東日本大震災の発生後、首都圏を中心に、交通
渋滞等により津波の到達時間に水門等の閉鎖が
間に合わない事態が発生している。
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平成23年10月7日 読売新聞平成23年9月18日 読売新聞



東日本大震災による港湾の被災状況（地震動・液状化による被害）

○地震動 液状化による被害は 仙台湾より南部に位置する港湾で顕著であり 地震動により係留施設や護岸が被災○地震動、液状化による被害は、仙台湾より南部に位置する港湾で顕著であり、地震動により係留施設や護岸が被災
したほか、液状化により岸壁背後のエプロンや荷さばき地が沈下し、荷役に支障が生じるなど被害がみられた。

地震動による岸壁等の被災 地震動・液状化による荷役機械の被災

○小名浜港○相馬港

エプロン沈下、法線はらみ出し

数カ所で

○仙台塩釜港 仙台港区

数カ所で
1m程度の沈下

２号ふ頭第２号岸壁（-7.5m）
・部分的な倒壊、陥没
・多目的クレーン海中に転落

5・6号ふ頭
・エプロン沈下、はらみ出し

ガントリークレーン
のレール

向洋地区 高砂コンテナターミナル高砂２号岸壁

液状化によるエプロン 臨港道路 岸壁の被災液状化によるエプロン・臨港道路・岸壁の被災

○茨城港 常陸那珂港区 ○茨城港 日立港区

液状化による沈下
（最大で約1.0m）

7北ふ頭Ｂ岸壁
・液状化によるエプロンの陥没

臨港道路５号線
・臨港道路が液状化した状況 岸壁先端部からの埋め

立て土砂の流出 7



東日本大震災での東京湾臨海部におけるLPGタンクの被災状況

○東日本大震災により 千葉県市原市の臨海部に立地する液化石油ガス（LPG）タンクが 震○東日本大震災により、千葉県市原市の臨海部に立地する液化石油ガス（LPG）タンクが、震
度５弱と直後の余震（震度４）により倒壊した。また、周辺の配管が損壊したことにより、
ガスが漏えいし、火災・爆発が発生。１０日後に鎮火した。

主な被害状況
• 重軽傷 ６名
• LPGタンク17基が被災。
近隣住民約1 000人に 時避難勧告（８時間）

被災箇所
千葉県市原市
（コスモ石油千葉製油所）

東
京
湾
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• 近隣住民約1,000人に一時避難勧告（８時間）
写真：総合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会

高圧ガス部会（第１６回）（７月11日）配付資料

資料：第１回中国地方の港湾における地震・津波・高潮・液状化対策に係る検討会議（中国地方整備局）



東京湾における船舶の発災時緊急避難状況

＜発災当日の船舶の動静分析概要＞

• １４：４６ 地震発生 → １４：４９ 気象庁より「大津波警報」

• １５：３０～３５ 各港長より退避勧告の発令（回線混乱により、情報伝達に遅れ→船長判断で退避行動）
• 急いで出湾している傾向は見られず、湾内又は港内に避泊。急いで出湾している傾向は見られず、湾内又は港内に避泊。
発災後２４時間の出湾隻数は６割減、入湾隻数は２割減 （前日・前週日比） → 湾内に船舶が滞留

• 震災当日は、前日・前週日と比較して、避泊船舶が増加しており、震災翌日まで継続。
• 海事関係者によれば 出港まで時間を要する大型船は 避泊場所を探すのが困難であった。海事関係者によれば、出港まで時間を要する大型船は、避泊場所を探すのが困難であった。

避泊船が密集

24h(15:00-翌15:00)
出湾： 62隻
入湾：107隻

24h(15:00-翌15:00)
出湾：159隻
入湾：136隻

24h(15:00-翌15:00)
出湾：161隻
入湾：133隻

発災当日
3月11日（金）
14:00～24:00

発災前日
3月10日（木）
14:00～24:00

発災１週間前
3月4日（金）
14:00～24:00

9



港湾の応急復旧

○大規模な被害を受けた太平洋側の港湾に緊急物資輸送船を早急に入港させるため、東北地方整備局及び関東地方整備

○航路等の啓開 ３月２４日までに主要港湾全てにおいて一部の岸壁が

○大規模な被害を受けた太平洋側 港湾に緊急物資輸送船を早急に入港させるため、東北地方整備局及び関東地方整備
局は、災害応急対策協定に基づく業界団体の協力を得つつ、津波警報・津波注意報が解除された翌日には航路の啓開作
業を進め、その結果、平成23年３月24日までに八戸港から鹿島港までの主要11港全てにおいて、一部の岸壁を利用可能とす
ることができた。

○航路等の啓開

鹿仙 八宮釜茨 小 久茨 仙区 大 茨石

3/15 3/16 3/17 3/18 3/19 3/20 3/21 3/22 3/23 3/24

緊急物資輸送のための航路等の啓開
津
波
警
報

3/13 3/14開始

３月２４日までに主要港湾全てにおいて一部の岸壁が
利用可能に

平成２３年３月１４日 海底状況の確認調査開始

平成２３年３月１５日 航路啓開作業に着手 高松埠頭岸壁前面の音速深浅測

仙台塩釜港の航路啓開

鹿
島
港

仙
台
塩
釜
港
（
仙
台
港

八
戸
港
、
相
馬
港

宮
古
港

釜
石
港

茨
城
港
（
常
陸
那
珂
港

小
名
浜
港

久
慈
港
）

茨
城
港
（
日
立
港
区
）

仙
台
塩
釜
港
（
塩
釜
港

区
）

大
船
渡
港

茨
城
港
（
大
洗
港
区
）

石
巻
港

報
・
注
意
報
解

平成２３年３月１５日 航路啓開作業に着手、高松埠頭岸壁前面の音速深浅測
量実施、ナローマルチビームによる海域地形測量実施

平成２３年３月１８日 高松埠頭（-12m）１バースが開放、引き続き航路
啓開作業及び海域地形測量実施

平成２３年８月２３日現在 公共岸壁（-4.5m以上）13バースが開放（一部暫定）
港
区
）

港
区
）

港除

○岸壁の応急復旧
小名浜港等において円滑な物資搬入のた
めに岸壁の応急復旧を４月より実施

主要航路の再開
５３１点／５３１地点 （100％）

（揚収物の内訳）
コンテナ ３３５個
自動車 ２６ 個

■障害物の撤去状況 （５月２１日 作業終了）

【参考 塩釜港区】
３月２５日 仙台塩釜港仙台港区で定
期フェリー航路再開

４月６日 茨城港常陸那珂港区で定期
RORO航路が再開

自動車 ２６ 個
その他 ７４ 個

■障害物の引き揚げ作業
自動車

【参考 塩釜港区】
２３０地点（４月１８日 完了）

○防波堤の応急復旧
八戸港内の静穏度確保のため八太郎地
区北防波堤の応急復旧に６月着手

４月１８日 八戸港で内航定期コンテ
ナ航路再開

５月１９日 八戸港で国際定期コンテ
航路

コンテナ トレーラー

10
八太郎地区北防波堤

転倒・水没状況

（中央部）
ナ航路再開

５月２５日 茨城港日立港区で定期
RORO航路再開

等



茨城港（常陸那珂港区）の耐震強化岸壁

岸壁(‐9.0m) （一般岸壁）

岸壁(‐１２m) （一般岸壁）

耐震強化岸壁

11



東日本大震災における被災地外（オフサイト）からのフェリーによる緊急輸送

東日本大震災では、被災地外（オフサイト）である北海道の苫小牧港や小樽港から民間のフェリーが自衛隊などの人員、東日本大震災では、被災地外（オフサイト）である北海道の苫小牧港や小樽港から民間のフェリ が自衛隊などの人員、
車両、建設機械等を緊急輸送し、被災地での救援・復旧活動の大きな足がかりとなった

小樽 苫小牧
輸送時の燃料を節約

小樽

函館

苫小牧

大型の貨物や重量物、
危険物も輸送が可能

３月１３日苫小牧→青森
自衛隊貸切輸送 第１船
商船三井フェリ

函館

人員、車両、燃料等を
一度に大量に輸送 船内で休息でき

青森

商船三井フェリー
｢SFさっぽろ｣

度に大量に輸送

着岸できる岸壁さえあれば
クレーンなしで輸送可能

船内で休息でき、
現地で直ちに活動可能

３月２８日苫小牧→仙台
仙台港利用 第１船

秋田

仙台港利用 第１船
太平洋フェリー
｢きたかみ｣

震災発生から４ヶ月間で自衛隊 消防 警
３月１２日小樽→秋田

仙台

震災発生から４ヶ月間で自衛隊、消防、警
察等、人員 約60,500人、車両 約16,600
台を緊急輸送

（ 定期航路、 臨時便）

緊急輸送第１船
新日本海フェリー
｢しらかば｣

12



燃料油不足への港湾の役割（仙台塩釜港（塩釜港区 ）

地震 津波により東北 関東地方の太平洋側の製油所及び油槽所が被災し地震・津波により東北・関東地方の太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、
東日本全体の燃料供給能力が激減。

・3月15日より航路啓開作業を開始し、3月21日には震災後初めて塩釜港区
に石油タンカーが入港し 被災地の燃料油不足の解消に大きく貢献に石油タンカ が入港し、被災地の燃料油不足の解消に大きく貢献。

貞山堀航路

平成23年3月14日平成23年3月14日
読売新聞17面
(山形県版朝刊)・タンカー等入港の

ための航路啓開作業

オイルタンク群

平成23年3月21日 石油タンカ 入港

13

平成23年3月21日 石油タンカー入港
（写真提供 ：海上保安庁）



被災地の港湾における利用可能岸壁の推移

○八戸港～鹿島港（地方港湾含む）の公共岸壁373岸壁については、3月31日現在で約８割（290岸壁）が暫定利用可能となって港 鹿島港 港 、 約 定
いる。
○産業・物流上特に重要な港湾施設については、概ね２年以内での復旧を目指す。
○湾口防波堤等については、まちづくりや産業活動に極力支障が生じないよう、概ね５年以内での復旧を進める。

%

90%

100%

3/31
（290岸壁）

11/30 1/31
航路啓開
（～6月）

60%

70%

80%

岸壁の復旧9/30
（228岸壁）

11/30
（270岸壁）

1/31
（272岸壁）

（ 6月）

応急復旧
（～7月）

40%

50%

60%

災害査定
（5月～12月）

5/31
（148岸壁）

7/31
（170岸壁）

○重要な岸壁は 概ね２年以内で復旧

20%

30%

40% （5月～12月）

3/31
（92岸壁）

○重要な岸壁は、概ね２年以内で復旧
○湾口防波堤は、概ね５年以内で復旧

本 格 復 旧

0%

10%

20% 本 格 復 旧
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0%
3/

平成24年3月末 平成25年3月末

５月
（１次補正）

１１月
（３次補正）

3/11
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被災地の港湾における取扱貨物量の回復状況

○被災地の港湾（八戸港～鹿島港）における取扱貨物量をみると、震災直後の昨年４月には前年同月比22％まで低下した○被災地 港湾（八戸港 鹿島港） おける取扱貨物量をみる 、震災直後 昨年 月 は前年同月比 ま 低下した
が、停止していた企業活動が再開し、また、復興に必要となる石炭、石油製品等のエネルギー関連貨物の取扱いが大幅に
増加したことにより、12月には前年を上回る比105％となった。

○被災地の港湾におけるコンテナ貨物取扱量（外内貿合計）をみると、震災直後には全面的に停止した定期コンテナ航路が順
次再開することにより、昨年12月には、前年同月比65％まで回復した。

30 000
（TEU）

コンテナ貨物取扱量（外内貿合計）の推移取扱貨物量の推移

18,000 

25,000 

30,000 

14,000 

16,000 
平成22年

平成22年

15 000

20,000 
前年と比べて
65%の貨物量

10,000 

12,000 

前年と比べて
105%の貨物量

平成23年

10,000 

15,000 

前年と比べて

平成23年

4 000

6,000 

8,000 
平成23年

0 

5,000 
前年と比べて

0.7%の貨物量

0 

2,000 

4,000 
前年と比べて
22%の貨物量
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※平成23年貨物データは港湾管理者からのヒアリングによる速報値



東日本大震災における日本海側港湾の役割

東日本大震災により、八戸港から鹿島港までの太平洋側各港湾が一斉に被災し、港湾機能の停止に陥ったが、東日本大震災により、八戸港から鹿島港までの太平洋側各港湾が 斉に被災し、港湾機能の停止に陥ったが、
能代港から伏木富山港に至る日本海側港湾の存在により、緊急物資の搬入のみならず物資輸送の代替機能を
発揮するなど、震災の影響を最小限に抑え、わが国の経済再生に大きな役割を果たしている。

●能代港

東日本大震災時のリダンダンシー事例

畜産用飼料を被災した八戸港に代わり能代港で陸揚
げし、トラックで八戸の飼料工場へ移送。

●船川港
ケイ砂を被災した大船渡港に代わり船川港で取扱い。

●秋田港
被災した仙台塩釜港の代わりに中京地区で組み立て
られた完成自動車が到着。震災前に東北で生産した完
成自動車を移出。

畜産用飼料を被災した青森や岩手、宮城各県の港の
代わりに秋田港で取扱い。

●酒田港●酒田港
通常は酒田では荷揚げしない畜産用飼料や鋼材の中
間原料となる銑鉄が到着。

●新潟港
新潟港から東北・北関東地方に畜産用飼料を出荷

●直江津港●直江津港
中国からの鉱石を被災した日立港に代わり、直江津港
で荷揚げ。

北関東より九州方面へ輸送していた金属くずを被災し
た日立港に代わり、直江津港から輸送。

●伏木富山港

太平洋側港湾が被災した場合の代替機能

●伏木富山港
中国からのボイラー用燃料を被災した仙台港に代わり
伏木富山港で荷揚げ、内航船に積替え仙台港へ輸
送。
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○ 東日本大震災により東北地方太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、東北地方における石油供給能力が激減。
東 方太 洋側 港湾も被災 タ 港が 能な状

東日本大震災による石油・ガスの流通への影響

○ 東北地方太平洋側の港湾も被災しており、タンカーの入港が不可能な状況。

○北海道や西日本の製油所の稼働率を最大限まで引き上げるとともに、被災していない日本海側港湾（秋田港、酒田港、新潟
港）への海上輸送や、鉄道を活用して、東北地方で必要な石油の燃料供給を確保。

北海道の製油所：フル稼働

港） の海 輸送や、鉄道を活用して、東北地方で必要な石油の燃料供給を確保。

○なお、仙台都市圏へのガスの供給については、新潟からの広域パイプラインが連結されていたため、早期復旧可能であった。

八戸油槽所
青森油槽所

秋田油槽所

各地の製油所等の稼働率アップによる
追加増産分等を東北地方へ転送

青森港

JX日鉱日石エネルギー

塩釜油槽所

秋田油槽所

釜石油槽所日本海側港湾への海上輸送
秋田港

酒田港
酒田油槽所 ▲仙台製油所における火災発生状況

JX日鉱日石エネルギ
仙台製油所

小名浜油槽所東北各県への鉄道輸送

仙台市ガス局
LNG基地(被災あり)

新潟港
日本海LNG 新潟基地

ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝによる輸送

西日本の製油所：フル稼働

小名浜油槽所

コスモ石油
葉製油所

JX日鉱日石エネルギー
鹿島製油所

東北各県への鉄道輸送
主な製油所
製油所（被災あり）
製油所（被災無し）

東北地方の主な油槽所

関東地方の製油所も被災により生産能力が低
下したことで東日本の供給能力が激減。

千葉製油所 油槽所（被災あり）
油槽所（被災無し）
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出典：経済産業省資料等を基に
国土交通省港湾局作成



被災地の港湾における外貿定期コンテナ航路の回復状況

○震災直後、被災地の港湾においては、外貿定期コンテナ航路や東京港との間の内航コンテナ航路のすべてが休○震災直後、被災地の港湾においては、外貿定期コンテナ航路や東京港との間の内航コンテナ航路のす てが休
止した。このため、新潟港や秋田港、函館港等が代替港としての役割を果たしたが、代替機能を果たしきれず、東
日本地域の国際コンテナ貨物の多くが釜山港等へ流出することとなった。
○被災地の港湾の復旧が進捗するに従い、各定期コンテナ航路が順次再開しており、本年３月31日現在では、震災
前の約７割（6 5便／週→ 4 5便／週）まで回復している

苫小牧 釧路
シアトル

地震発生前

苫小牧 釧路

シアトル

3月31日現在の回復状況
苫小牧 釧路

震災後1カ月（4月11日）

前の約７割（6.5便／週→ 4.5便／週）まで回復している。

注）図中二重線は、震災で休止し、
その後復旧した航路

函館

八戸 ロサンゼルス

函館

八戸 ロサンゼルス

シアトル
函館

八戸

ロサンゼルス

伏木富山

シアトル
そ 後復 航路

大船渡

仙台塩釜

秋田

新潟

大船渡

仙台
塩釜

秋田

大船渡

仙台塩釜

秋田
ロサンゼルス

釜山

海 釜山小名浜

茨城（常陸那珂）

鹿島
東京

新潟

基隆

釜山

上海

小名浜

茨城（常陸那珂）

鹿島
東京

新潟

基隆

小名浜

茨城（常陸那珂）

鹿島
東京

新潟

基隆

上海 釜山

上海

貨物量：15,231TEU/月 貨物量：6,009TEU/月

2010年12月の値 2011年12月の値

（一時、寄港がゼロに）

釜山
博多清水名古屋 釜山博多名古屋

基隆

博多
⑥名古屋 清水

航路便数：6.5便/週 航路便数：4.5便/週
出典：航路情報は新聞記事、運航事業者ＨＰ等、貨物量は港湾管理者調べをもとに国土交通省港湾局作成
注１）貨物量は東北・北関東の被災港湾の合計値。
注２）航路便数の算出にあたっては、各船社が運航する１ルート（１便／週）を、１航路便数とみなしている。
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東日本大震災による穀物輸入への影響

○被災した東北地方太平洋側港湾では、配合飼料の
北海道における配合飼料の増産：

（約６．２万トン）

○被災した東北地方太平洋側港湾では、配合飼料の
主な原料となるとうもろこしの輸入量が大きく減少。

○一方で、その他の地域においては、配合飼料を増産
するため 原料となるとうもろこしの輸入量が増加

穀物(とうもろこし)輸入量（３月）
苫小牧港：7.7万トン(対前月比 1.5倍)

するため、原料となるとうもろこしの輸入量が増加。

被災港湾周辺に立地する配合飼料製造
工場は操業停止

×

×
穀物(とうもろこし)輸入量（３月）
志布志港 13 3万トン(対前月比 1 2倍)

穀物(とうもろこし)輸入量（３月）
新潟港：2.0万トン(対前月比 2.4倍)

×
北陸における配合飼料の増産：

（約２．２万トン）

志布志港：13.3万トン(対前月比 1.2倍)
鹿児島港： 8.6万トン(対前月比 1.2倍)

被災港湾における穀物(とうもろこし)輸入量
（３月）：19.6万トン※(対前月比 0.6倍)

九州における配合飼料の増産：
（約４．３万トン）

中部における配合飼料の増産：
（約４．３万トン）中国における配合飼料の増産：

（約２ ８万トン）

× ※被災前（３月１日～１１日）の輸入量が計上されてい
る。

（約２．８万トン）

穀物(とうもろこし)輸入量（３月）
島港 前 倍

穀物(とうもろこし)輸入量（３月）
名古屋港：15.6万トン(対前月比 1.3倍)
衣浦港：11.3万トン(対前月比 1.0倍)
田子の浦港 3 5万トン(対前月比 6 4倍)

注1：各地方における増産量は各企業へのヒアリングによるものであり、被災後から現在までの合計値
注2：×は被災により３月末の段階では操業が停止していた港湾。
注3：とうもろこし輸入量は貿易統計（2011年3月速報値）の値
出典）財務省「貿易統計」、農水省「流通飼料価格等実態調査（2009年）」及び関係者へのヒアリングを基に国土交通省港湾局作成

水島港：9.2万トン（対前月比 1.5倍） 田子の浦港： 3.5万トン(対前月比 6.4倍)
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ＧＰＳ波浪計による津波警報引き上げ

○東北地方太平洋側沿岸の複数のGPS波浪計で 津波の第1波を 沿岸に到達する10分ほど前に捉え これを○東北地方太平洋側沿岸の複数のGPS波浪計で、津波の第1波を、沿岸に到達する10分ほど前に捉え、これを
見た気象庁が津波警報引き上げ*を行なった。
（＊宮城県：津波高さ予想6m→10m以上 岩手・福島県：津波高さ予想3m→6m 青森・茨城県：津波警報→大津波警報）

2011年3月11日14時49分
岩手、宮城、福島県沿岸に大津波警報を発表

2011年3月13日7時30分
津波警報を津波注意報に変更

2011年3月11日15時14分
青森県太平洋沿岸 茨城県 千葉県九十九里 房総沿岸に大津波警報を発表

2011年3月12日20時20分
大津波警報から津波警報へ変更

警報・注意報の発表時系列

GPS波浪計GPS波浪計

津波警報を津波注意報に変更青森県太平洋沿岸、茨城県、千葉県九十九里・房総沿岸に大津波警報を発表

2011年3月11日15時30分
北海道太平洋沿岸、伊豆諸島沿岸に大津波警報を発表

2011年3月11日16時08分
青森県日本海沿岸、千葉県内房、小笠原諸島、相模湾・三浦半島、静岡県、和歌山県沿岸に大津波警報を発表

2011年3月13日17時58分
津波注意報解除

岩手南部沖
GPS波浪計

400
-200

0
200
400
600
800

GPS波浪計
記録 15:12

最大波6.7m

地震発生時刻

11日 17:47 茨城県沖（M:6.0）
11日 17:19 茨城県沖（M:6.7）
11日 17:12 茨城県沖（M:6.4）

12日 0:13 茨城県沖（M:6.6）
12日 0:19 茨城県沖（M:6.2）

12日 5:11 三陸沖（M:6.1）
12日 4:47 秋田県沖（M:6.4）
12日 4:03 三陸沖（M:6.2）
12日 3:11 福島県沖（M:6.0）

12日 10:46 福島県沖（M:6.4）

12日 23:43 岩手県沖（M:6.1）
12日 22:15 福島県沖（M:6.0）

-400

GPS衛星

ＧＰＳ波浪計システムの概要

11日 15 06 三陸沖（M 7 0）
11日 15:15 茨城県沖（M:7.4）
11日 15:26 三陸沖（M:7.2）
11日 15:57 茨城県沖（M:6.1）
11日 16:15 福島県沖（M:6.8）
11日 16:29 三陸沖（M:6.6）

11日20:37 岩手県沖（M:6.4）
11日21:13 宮城県沖（M:6.1）
11日21:16 岩手県沖（M:6.0）

13日 7:13 福島県沖（M:6.0）
13日 8:25 宮城県沖（M:6.2）
13日 10:26 茨城県沖（M:6.4）

：M9.0 ：M8.0 ：M7.0 ：M6.0

陸上局
（GPS基地局）

GPS波浪計

波

事務所

12 15 18 21 0 3 6 9 12 15 18 21 0 3 6 9 12 15 18

11日 14:46 【本震】三陸沖（M:7.9→9.0）
11日 15:06 三陸沖（M:7.0）

3月11日 3月12日 3月13日

港湾空港技術研究所資料、気象庁 報道発表資料を元に国土交通省港湾局作成

水深
100m～400m程度

約20km

測位精度 数cm
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湾口防波堤の減災効果（釜石港の事例）

釜石沖GPS波浪計津 津波高（シミュレーション） ビ 階相当釜石沖GPS波浪計

津波高（観測値）

6.7m

波
防
波
堤
が
無

（シ
ミ
ュ
レ
ー
シ 津波発生時の海面

遡
上
高

津波高（シミュレーション）

13.7m
ビル3階相当
高さまで浸水

遡 高無
い
場
合

シ
ョ
ン
結
果
） 沖合約20km

津波発生時の海面

水深 204m

遡上高（シミュレーション）

20.2m
防潮堤
（高さ4.0m）

防潮堤を超えるまで
（シミュレーション）

28分
遡上高

28分

遡上高

津波高

４割低減

５割低減

津
波
防
波
堤

（東
日
本
大

釜石沖GPS波浪計
津波高（観測値）

6.7m

津波の進入を
せき止め

津波の進入を
せき止め

遡上高（シミュレーション）

約10.0m津波高（現地の津波痕跡高）

8.1m

堤
が
あ
る
場
合

大
震
災
に
よ
る

津波発生時の海面

津波防波堤

遡
上
高

防潮堤を超えるまで

防潮堤
（高さ4.0m）

合る
被
災
）

津波防波堤 防潮堤を超えるまで
（現地事務所情報）

34分 防潮堤を超える時間

６分遅延

21防波堤の前後で、越流や回折は発生するものの、釜石港湾口防波堤によって、津波のエネ
ルギーを７～８割低減させることができた。



中央防災会議等における地震・津波対策の検討状況
東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会

5月28日 第１回～

開催経緯目的
東北地方太平洋沖地震による地震・津波の発生、被害の
状況について、早急に分析の上、今後の対策を検討する必
要があるため ①今回 地震 津波被害 把握 分析 ②今

6月26日 第４回
中間とりまとめ 今後の津波対策の基本的考え方に いて 公表

～

要があるため、①今回の地震・津波被害の把握・分析、②今
後の地震動推定・被害想定のあり方、③今後の地震・津波対
策の方向性について検討。

中間とりまとめ ～今後の津波対策の基本的考え方について～ 公表
7月10日 第５回

9月28日 第１２回
東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告公表

平成23年8月28日 第１回～

開催経緯目的
過去に南海トラフのプレート境界で発生した地震に係る科

南海トラフの巨大地震モデル検討会

第

～

学的知見に基づく各種調査について防災の観点から幅広く
整理・分析し、想定すべき最大クラスの対象地震の設定方
針を検討。

【今後の予定】

12月27日 第７回
中間とりまとめ 公表

平成24年1月17日 第８回

3月31日 第１５回
震度分布 津波高の推計結果（第 次報告）公表【今後の予定】

平成24 年春に予定されている文部科学省地震調査研究推進本部による南海トラフの地震の長期評価の検討を反映。その後、東海・東南
海・南海地震の新たな想定地震の設定方針、地震動・津波高さ等の推計結果のとりまとめ

首都直下地震に係る検討

震度分布・津波高の推計結果（第一次報告）公表

首都直 震 係る検討

○首都地域では、２～３百年間隔で関東大震災
クラス(M8）の地震が発生
・ただし、今後100年以内に発生する可能性は
と どな とから除外

東日本大震災を受けて、最大クラスの巨大地震の想定が必要
平成２４年２月１日、中央防災会議防災対策推進検討会議において、首都直下地震の規模
（M8）、被害想定の見直しを平成２４年度より行うことを決定した。

新たな地震像

22

ほとんどないことから除外

○この間に、M７クラスの直下地震が数回発生
・これが現在の首都直下地震対策の対象地震

新たな地震像

相模トラフ沿いの巨大地震の新たな想定

首都直下地震（東京湾北部地震等）の検証

相模トラフ沿いの巨大地震による
震度分布・津波高

検証後の首都直下地震（東京湾北部地震等）
による震度分布・津波高



東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会 報告要点
（中央防災会議資料より）
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南海トラフの巨大地震による震度分布の推計結果（内閣府資料より）

○関東から四国・九州にかけて極めて広い範囲で強い揺れが想定される○関東から四国 九州にかけて極めて広い範囲で強い揺れが想定される。
・震度６弱以上が想定される地域は、24 府県687 市町村（20 府県350 市町村）
・震度６強以上が想定される地域は、21 府県395 市町村（9 県120 市町村）
・震度７が想定される地域は、10 県153 市町村（7 県35 市町村）
注）（ ）内は 平成 年 中央防災会議「東南海 南海地震等 関する専門調査会 よる東海 東南海 南海地震 津波高 自治体数注）（ ）内は、平成15 年の中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」による東海・東南海・南海地震の津波高での自治体数
注）市町村数には、政令市の区を含む

【最大クラスの震度分布】

【参考】中央防災会議（２００３）の東海・東南海・南海地震の震度分布図

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第１５回）記者発表資料より
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南海トラフの巨大地震による津波高の推計結果（内閣府資料より）

○関東から四国・九州の太平洋沿岸等の極めて広い範囲で大きな津波が想定される。
・満潮位の津波高10m 以上が想定される地域は、11 都県90 市町村（2 県10 市町）
・満潮位の津波高20m 以上が想定される地域は、6 都県23 市町村（0）満潮位の津波高 0 以 が想定される地域は、6都県 3市町村（0）
注）（ ）内は、平成15 年の中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」による東海・東南海・南海地震の津波高での自治体数
注）市町村数には、政令市の区を含む

最大クラスの津波

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第１５回）記者発表資料よ25
出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第１５回）記者発表資料より



東海・東南海・南海地震等の津波を想定した対策検討の必要性

○東海・東南海・南海地震等の切迫性が指摘されており、それに伴い、巨大津波の発生が懸念されている。○東海 東南海 南海地震等の切迫性が指摘されており、それに伴い、巨大津波の発生が懸念されている。

○東海・東南海・南海地震による被害が予想される地域と東京湾※は、全国のコンテナ取扱貨物量の約８割、製
造品出荷額の約５割を占めており、地震・津波対策の検討が急がれる。
※「東海地震に係る地震防災対策強化地域」、「東南海・南海地震防災対策推進地域」及び東京湾沿岸

東海・東南海・南海地震等の
今後３０年以内の発生確率

○コンテナ取扱貨物量

東海・東南海・南海地震による被害が
予想される地域と東京湾の状況

全国のコンテナ取扱貨物取扱量約1,802
万TEUのうち、約1,428万TEU（79.3％）

○製造品出荷額
全国の製造品出荷額約265兆円のうち、
約140兆円（52.8％）

コンテナ取扱貨物量 平成21年指定統計より

日向灘のプレート間
(Ｍ7.6前後)

10％

東南海
（Ｍ8.1前後）

70%

南海
(Ｍ8.4前後)

60％程度

東海
（Ｍ8程度）

88％(参考値)製造品出荷額：平成21年工業統計より

コンテナ取扱貨物量：平成21年指定統計より
対象：「東海地震に係る地震防災対策強化地域」、「東南海・南海地震

防災対策推進地域」及び東京湾沿岸にある港湾（木更津港、千
葉港、東京港、横浜港、川崎港、横須賀港）

南関東
(Ｍ6.7～7.2程度)

70％程度
対象 「東海地震に係る地震防災対策強化地域」 「東南海 南海

%程度 (参考値)

東海・東南海・南海の３連動地震(Ｍ9.0)

地震調査研究推進本部「海溝型地震の長期評価の概要」（算定基準日：平成24年1月1日）及び内閣府資料より作成
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程度
対象：「東海地震に係る地震防災対策強化地域」、「東南海・南海

地震防災対策推進地域」及び東京湾沿岸の自治体（千葉
県：館山市、南房総市、富津市 木更津市、袖ケ浦市、市原
市、中央区、美浜区、習志野市、船橋市、市川市、浦安市.東
京都：江戸川区、台東区、中央区、港区、品川区、大田区.神
奈川県：川崎区、鶴見区、神奈川区、西区、中区、南区、磯
子区、金沢区、横須賀市、三浦市



総合的津波対策

２段階（防災・減災）の総合的津波対策

津波レベル
の定義

津波の
発生頻度

達成すべき
防護目標

総合的津波対策

防災施設 土地利用 避難対策

発生頻度の
高い津波

そ 地点 施設

数十年～

百数十年に
１回

・人命を守る

・財産（堤内地）を
守る

経済活動（堤内

・堤内地の浸水
を防止するよう
計画・設計

・堤外地の重
要な港湾施
設が被災し
な よう計

・最悪の
シナリオ
を想定し
て計画その地点で施設

の供用期間に発
生する可能性が
高い津波

・経済活動（堤内
地）の継続

・発災直後に必要
な港湾機能の

ないよう計
画

て計画

高い津波 な港湾機能の
継続

数 年 命を守最大クラスの
津波

その地点で想定

数百年～
千年に１回

・人命を守る
・経済的損失の
軽減

大きな 次災害

・堤内地の浸水
を許すが、破堤
等により被害が
拡大しないよう

・堤内地の浸
水を前提と
して計画

・最悪の
シナリオ
を想定し
て計画その地点で想定

される最大規模
の津波

・大きな二次災害
の防止
・早期復旧

拡大しないよう
計画・設計

・必要に応じ多重
防御を検討

て計画

防御を検討
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避難に係る情報提供システムの強化・多重化

○避難にかかる情報提供システムを強化・多重化するため ＧＰＳ波浪計による波浪観測について 気象○避難にかかる情報提供システムを強化 多重化するため、ＧＰＳ波浪計による波浪観測について、気象
庁をはじめとする関係機関との連携、通信システムの多重化、情報提供ルートの多様化等を進めることが
重要。

既設置GPS波浪計
（15箇所）

新規 波浪計 陸上局
GPS衛星

ＧＰＳ波浪計システムの概要

想定震源域
予想される地震規模／
30年以内の地震発生確率

新規GPS波浪計
（3次補正・ 3箇所）

ＧＰＳ波浪計

陸上局
（GPS基地局）

GPS波浪計
観測局30年以内の地震発生確率

伊勢湾口

高知室戸沖 波
水深

観測局

日向沖

水深
100m～300m

程度

約20km

その他、既存のＧＰＳ波浪計の情報提供用
システムの強化を実施
【実施内容】

東海
M8.0／87%

（参考値）東南海
M8 1／70%南海

【出典】地震調査研究推進本部「海溝型地震の長期評価の概要」（算定基準日 平成23年(2011年)1月1日）より作成

・衛星回線の導入（回線の二重化）
・電源設備の強化
・情報公開用サーバーの強化

M8.1／70%南海
M8.4／60%
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釜石港、大船渡港における粘り強い湾口防波堤の整備

○釜石港、大船渡港では、設計津波（明治29年三陸地震津波）に対し、湾口防波堤と防潮堤等の効果的な組合せによる
多重防護方式を採用することとしている。
○湾口防波堤の整備にあたっては、最大クラスの津波に対しても粘り強く効果を発揮する構造としている。

防波堤の効果に
より防潮堤の施
設高を低く抑える
ことが可能

【湾口防波堤と防潮堤の効果的な組み合わせによる防護】

【大船渡港の防波堤の断面例】

津

ことが可能 【大船渡港の防波堤の断面例】
T.P.10.4m

T P 4 2m

復旧断面

湾口防波堤により港内

津波 港内の水
位上昇を
抑制

T.P.4.2m

H.W.L  0.6m
既設断面

粘り強い構造と
湾口防波堤により港内
へ侵入する津波流量・流
速をカット

堤体高の1/3

ケーソン

粘り強 構造
するための補強

港 名

既定計画 復旧計画

湾口防波堤の施設高 防潮堤等の施設高 湾口防波堤の施設高 防潮堤等の施設高

基礎マウンド

釜 石 港 T.P. 5.1m T.P. 4.0～6.1m T.P. 5.1m T.P. 6.1m

大 船 渡 港 T.P. 4.2m T.P. 3.0～3.5m T.P. 10.4m T.P. 7.2m 29



港頭地区の労働者の避難施設の必要性（清水港の例）

○清水港の袖師・興津・新興津地区において調査した結果 津波到達時間内に避難所への避難が○清水港の袖師 興津 新興津地区において調査した結果、津波到達時間内に避難所への避難が
不可能だと言われている埠頭内労働者は３００人を超えている。

静岡県調査より作成
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水門等の閉鎖完了までの所要時間と自動化・遠隔操作化の割合

○全国の港湾の水門等について、閉鎖指示から閉鎖完了までの所要時間をみると、３０分以上か○全国の港湾の水門等について、閉鎖指示から閉鎖完了までの所要時間をみると、３０分以上か
かるものが、全体の４割をしめている。
○規模が比較的大きな水門等については、自動化、遠隔操作化等を進めることとしているが、実
施されている箇所は約１１％にとどまっている。

自動化、遠隔化等がされている
水門・陸閘等の割合

施されて る箇所は約 ま て る。

閉鎖を指示してから閉鎖が完了
するまでの所要時間

（全国の港湾における水門等）

全ての
水門等

自動化・遠隔操作
化等の対象となり
うる水門等

自動化・遠隔操
作化等が実施さ
れている水門等

（全国の港湾における水門等）

0～5分未
満

無回答

61 2%

25,463 6,668
742

（約11％）
注１：括弧内は、自動化、遠隔操作化等がされている水門等の割合。
注 「自動化 遠隔操作化等 対象となりうる水門等 とは 幅 以

満
585
19%

5分以上
10分未満30分以上 注２：「自動化・遠隔操作化等の対象となりうる水門等」とは、幅2ｍ以

上、高さ1ｍ以上の規模の水門等。

【自動化、遠隔操作化の事例】

10分未満
175 6%

10分以上
15分未満

30分以上
1,237
40%

分 満

248 8%

15分以上
20分未満
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20分未満
473
15%

20分以上
25分未満
138 5%

25分以上
30分未満
139 5%



東日本大震災による津波到達に伴う水門等の閉鎖状況

○東 本大震災 際 全国 閉鎖すべき水門等 うち 機器 故障や 資材不足 作業員○東日本大震災の際、全国の閉鎖すべき水門等のうち、機器の故障や、資材不足、作業員への
命令の遅れ、管理委託をしている企業が休日であったなどの理由により、約２％において閉鎖さ
れなかった。

水門等の閉鎖状況 閉鎖すべき施設であるが、閉鎖されなかった理由
（複数回答）

閉鎖すべき施設※であり、

不明
65（2％）

常時閉鎖しているもの

0 5 10 15 20

（複数回答）

閉鎖する必要なしと判断し、命令を出さなかった
（潮位を見守った結果、閉めなかった等を含む）

閉鎖されたもの
2279（74％）

常時閉鎖しているもの
202（7％）

閉鎖すべき施設※

ではないもの

機器の故障により閉鎖せず

閉鎖に用いる角落資材が不足していたため

調査対象施設
計3056

ではないもの
452（15％） 利用者から開放するよう要望があり閉鎖せず

扉体部工場整備中のため

閉鎖すべき施設※であり、
閉鎖されなか たも

電話回線が混雑しており、閉鎖を行う作業員へ
の命令が遅れた

管理を受託している企業が休日のため

※東北地方太平洋沖地震による津波が、海岸管理上、当該施設の閉鎖対象となる場合

閉鎖されなかったもの
58（2％） その他

港湾局調査（平成23年10月））より
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港湾ＢＣＰ（ Business Continuity Plan：事業継続計画）

港湾BCPは、大規模な地震等災害の発生を想定し、発災後の港湾の災害応急対策から地域の復興までのシナリオをあらかじめ計

港湾ＢＣＰの
基本構成

港湾関係者の協働の下、以下の対策を実施。
･発災後の港湾の災害応急対策・地域の復興までのシナリオ（行動計画）。

臨 道路

画するとともに、これを最も効果的・効率的に行うための災害予防の対策として、耐震性・耐津波性の高い施設を計画するもの。

基本構成
･耐震性・耐津波性を高めるべき耐震強化岸壁、臨港道路の耐震化等の施設計画。

1週間 数週間から
1ヶ月災害予防 災害応急対策 地域の復興発災

時間

・避難誘導
・航路啓開等の応急復旧対策
・緊急・生活物資輸送開始

・幹線物流代替ルートの想定
・オフサイトからの支援体制の構築

・耐震強化岸壁
・施設の液状化対策等

広域的な
バックアップ 東日本大震災時の日本海側港湾を利用した石油等の代

替輸送港湾BCPのイメージ
行動計画

フェリーを利用した被災地への緊急車輌の
輸送 （平成23年3月17日 苫小牧港 ）

株式会社 商船三井撮影

北海道の製油所：フル稼働

青森港

主な製油所
製油所（被災あり）
製油所（被災無し）

東北地方の主な油槽所
油槽所（被災あり）
油槽所（被災無し）

各地の製油所等の稼働
率アップによる追加増産

・被災後の応急復旧体制の構築
・避難誘導経路の確保
・企業BCPとの連携

行動計画

日本海側港湾への
海上輸送

秋田港

酒田港

東北各県へ
の鉄道輸送

新潟港

率アップによる追加増産
分等を東北地方へ転送

施設計画

関東地方の製油所も被災により生
産能力が低下したことで東日本の
供給能力が激減。

の鉄道輸送

西日本の製油所：フル稼働

耐震強化岸壁

耐震化されたアクセス道路 広域的なバックアップ
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港湾施設の耐震性・耐津波性の確保
耐震強化岸壁の機能を十分に発揮するため、地震・津波による被災リスクや費用対効果を勘案しつつ、背後の埠耐震強 岸 機能を 分 発揮す 、 震 津波 被災 費用 効果を 案 、背後 埠
頭用地・臨港道路の耐震化・液状化対策及び前面の航路・泊地の安全性の確保を適切に講じる必要がある。

【耐震性・耐津波性の確保 イメージ】

【防波堤】
「粘り強い構造化」

港内静穏度の確保・二次災害防止航路

【荷役機械】
「耐震性・耐津波性の確保」
被災後も荷役機能確保

泊地
【航路・泊地】
「啓開体制の確保」

【埠頭用地】
「耐震化・液状化対策」
被災後も機能確保

耐震強化岸壁

「啓開体制の確保」
航路・泊地の安全性確保

被災後も機能確保

【臨港道路】

34

【臨港道路】
「耐震化・液状化対策」
被災後も機能確保

緊急物資等の輸送



荷役機械の耐震性・耐津波性確保の必要性
○東日本大震災においては、東北・関東地方太平洋沿岸の荷役機械及び関連施設（受変電設備、給電ケーブルの給電設備
等）が多大な被害を受けたことにより、港湾の物流・産業機能に多大な影響を及ぼした。
○被災時においても港湾機能を確保できるよう、荷役機械の耐震化等の対策を講じる必要がある。

地震被害（小名浜港の例）津波被害（仙台塩釜港の例）浸水は３ｍ弱。ただし、走行部は０．６ｍ程度
の浸水でオーバーホール等が必要。の浸水でオ バ ホ ル等が必要。

車輪の脱輪 走行部の損傷
漂流物による走行モーターの損傷 漂流物による巻取装置の破損

●コンテナなどの漂流物による被害。
●電気・機械設備への海水・砂の流入による被害。

●荷役中の船舶の漂流で垂直ブームが引きずられることに
よる被害

漂流物による走行モ タ の損傷 漂流物による巻取装置の破損

●地震動による直接的な被害。
●基礎地盤の変形による間接的な被害。

よる被害。

浸水箇所に限らず解体・清掃・再組み立てが必要とな
るため 浸水させないことが重要

津波対策案 地震対策案

鉛直方向に免震装置が入っている

●ターミナル全体の標高を高くする。
（船舶が停泊可能な限界まで）

●電気設備を管理棟の上など津波が届かない場所に設置

るため、浸水させないことが重要。

●免震装置の設置など荷役機械の耐震化を進める。
●基礎地盤の耐震強化を行う。

免震装置（走行部拡大）

●電気設備を管理棟の な 津波 届 な 場所 設置
する。

●早期復旧の観点から荷役機械の資機材の部品共有化・
港湾間での相互融通を図る。
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東日本大震災における防波堤被災の影響（相馬港の例）

○沖防波堤ケーソンの約９割が津波によりマウンドから傾斜・転倒し 静穏度が大きく低下○沖防波堤ケーソンの約９割が津波によりマウンドから傾斜・転倒し、静穏度が大きく低下。

○港内静穏度の低下により、石炭や工業原材料を輸送する貨物船の出入港や荷役作業に支障
が出ている。また、うねりにより岸壁に打ちつけられた船体が損傷する事例も発生している。

接岸中にうねりの影響で何度も防舷材に沖防波堤の被災状況相馬港全景

【相馬港の利用企業等からの声】

打ち付けられ船体に凹みが生じた事例

80

90

100
H22 H23

相馬港 入港船舶隻数の推移隻

2011年1月から震災までの

2010
年度

2011
年度

・うねりにより荷役効率が低下し、荷役
に長時間を要している。船体が防舷
材に打ち付けられ損傷が見られる。

・安全に利用できる岸壁が限られてい30

40

50

60

70
2011年1月から震災までの
データは津波により紛失

○相馬共同火力、1･2号機運転再開
○12月17日に内航コンテナ荷役再開

○相馬共同火力で使用する機械部品等の
移入により、入港隻数が増加

○8月8日に震災後初めての ・安全に利用できる岸壁が限られてい
るため、混雑が生じている。

ヒアリング調査より0

10

20

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

○8月8日に震災後初めての
外航貨物船入港

○2月8日に震災後初の専用ふ
頭への石炭船入港
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東日本大震災における防波堤被災の影響（八戸港の例）

○震災直後の4月のコンテナ入港隻数は対前年比9％まで低下した○震災直後の4月のコンテナ入港隻数は対前年比9％まで低下した。

○防波堤の被災により、静穏度が確保できず、うねりの影響を受けるため、荒天時に接岸が不可
能となったり、タグボートを活用して荷役作業を実施する場合があるなど、物流機能に支障が出
ているている。

八太郎北防波堤の被災状況八太郎北防波堤の被災状況

105%

88%
100%

120%
コンテナ入港隻数の対前年比

静穏度が確保されておらず、うねりの影響を受けるため、
タグボ ト２隻で岸壁に押付け 荷役作業を実施

【八戸港の利用企業等からの声】
・防波堤が復旧していないため、荒天時に船の接岸が43%

39%

48%

73%
89%

88%

64%

87%

68%

40%

60%

80%
タグボート２隻で岸壁に押付け、荷役作業を実施

37
不可能となる。
・海が時化て4mの波があるため、入港日を船会社と
協議した。 ヒアリング調査より

9%

39%

0%

20%

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月



防波堤の粘り強い構造化
○倒壊した場合に早期復旧が困難となる防波堤については、通常時の港内静穏度確保や二次災害防止等の減災の観点からも
粘り強 構造を目指す必要がある粘り強い構造を目指す必要がある。

○このため、水理模型実験等による技術的検討を進め、得られた検討成果をもとに、港湾の施設の技術上の基準を改正するとと
もに、費用対効果を勘案しつつ、防波堤を粘り強い構造とする補強対策を検討することが必要。

今回の津波による被災メカニズム 粘り強い構造の防波堤

【港外側】 【港内側】

【被覆材の設置】
基礎マウンドの
洗掘の防止

１）津波の越流による港内外の水位差で押されるとともに、港
内側マウンドが越流等により洗掘され、ケーソンが滑落

今回の津波による被災メカニズム 粘り強い構造の防波堤

水位差 越流
【港内側】

ケー
ソン

【港外側】

ケーソン
津波に
よる外力

ケーソン

水位差 越流

ケーソン

【基礎マウンドの拡幅・嵩上げ】
ケーソンの滑動の抑制

【基礎マウンドの洗掘】【ケーソンの滑動】

基礎マウンド

基礎マウンド

「粘
り
強
く
持

る
」構
造
と
し

【ケーソンの傾斜】
越流

〔津波の来襲時〕

【基礎マウンドの洗掘】【ケ ソンの滑動】

２）ケーソンが滑落した部分に流れが集中、マウンドの洗掘
が両側に進行し、マウンド上に残ったケーソンも傾斜

持
ち
こ
た
え

し
て
の
工
夫

水位差【防波堤正面図】

ケーソン

津波に
よる外力

【ケーソンの滑落】 【基礎マウンドの洗掘】

ケーソンは滑動するが、基礎マウンドにめり込み、マウンドからの滑落
は生じにくい。マウンドの港内側にも被覆材を設置し、洗掘を抑止。

基礎マウンド
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○仙台塩釜港（仙台港区）のコンテナターミナルや茨城港（大洗港区）のフェリーターミナル等の幹線貨物輸送を担う物流基盤が

海上輸送ネットワークの核となる施設の耐震性・耐津波性の向上

被災により機能停止に陥り、地域の経済活動に支障を来した。
○幹線貨物輸送ネットワークの拠点となるコンテナターミナル、フェリー、RORO船ターミナル等については、耐震強化を推進する
必要がある。

【 害 海 輸送 構築 ジ】【災害に強い海上輸送ネットワークの構築 イメージ】

拠点ターミナルの被災
→海上輸送ネットワークの機能停止

拠点ターミナルの耐震性・耐津波性の向上
→海上輸送ネットワークの機能確保機 機

地域経済活動の確保地域経済活動に影響

幹線貨物輸送ネット拠点港湾の被災による海
上ネットワークの機能停止

×

幹線貨物輸送ネット
ワークの確保

ネットワーク
拠点の強化

×
× ネットワーク拠点の

耐震性・耐津波性の向上

輸出

×
国内幹線貨物
輸送の途絶
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輸出入の
停止

輸出入
機能の確保

輸送の途絶



湾域における船舶航行の安全性確保

東日本大震災の際の東京湾の状況

【東日本大震災の際の東京湾の船舶の避泊した主な水域】

東日本大震災の際の東京湾の状況
◎湾内船舶：約４００隻（内ＡＩＳ搭載約２５０隻）
◎津波高さ ：船橋２.５ｍ 横浜１.６ｍ 木更津２.７ｍ
◎待避行動：船長判断で多数の船が湾内に停泊

船橋

-保安部と各船舶の交信が不通になった
-発災後２４時間の出湾隻数は６割減した
-３月１５日頃まで過密な避泊状況が継続した

東京港
千葉港

水深は深いが狭い水

川崎港

水深は深いが狭い水
域のため隻数の限ら
れる巨大船を優先的
に誘導することが必要

＜懸念される問題＞
◎今後、東海・東南海・南海地震や首都直下地震の発生に
より、三大湾や瀬戸内海といった多数の船舶が航行する海域 崎港

横浜港

無秩序な避泊状態となった
ため、緊急避難用の泊地と
緊急物資輸送船等の航路
を確保することが必要

広い避泊域が確保できるが巨

において、船舶の待避の輻輳が懸念される。

＜東日本大震災を踏まえた課題＞
◎待避行動のルール化（待避ルート･避泊地確保）
◎津波襲来後の速やかな航路啓開の実施

３ １１で船舶が避泊した主な水域

木更津港
広い避泊域が確保できるが巨
大船には水深不足のため隻数
の多い横浜・川崎等の中型～大
型船を誘導することが必要

３.１１で船舶が避泊した主な水域
開発保全航路

●：防災関連施設
●：コンテナ戦略（16m以上）
●：国際バルク戦略
●：耐震バース（緊急物資10m以上）

＜船舶航行の安全性を確保する対策の推進＞
◎船舶の円滑な避難及び安全の確保を図るため 関係機関
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●：耐震バ ス（緊急物資10m以上）
◎船舶の円滑な避難及び安全の確保を図るため、関係機関
と連携し、避難ルールの策定を図るとともに、必要に応じ、避泊
水域や航路の配置のあり方について検討する必要がある。


